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（４）東京都 

1．自治体名 東京都 

2．システム名 電子自治体共同運営システム 

3．稼動（予定）時期 平成 16年 10月 運用開始予定 

4．規模・構成 （１）規模：東京都 全 62都内区市町村 

（２）構成：都区市町村電子自治体共同運営協議会の設置に向け、準

備会が設立されている。 

5．システムの概要 電子申請システム 

電子調達システム 

6．対象業務の範囲 電子申請システム、電子調達システムの共同運営 

7．標準化 

（様式・手順） 

標準化に向けて、以下の調査を実施予定 

（１）申請届出手続（電子申請） 

①対象：準備会に参加している区市町村 6団体（3区、2市、1町村） 

②内容： 

・手続件数・申請書の記載項目・添付資料の有無等に関する調査 

・標準的業務パターンを類型化し、業務フロー図を作成 

（２）調達事務（電子調達） 

①対象：準備会に参加している都内全区市町村 

②内容： 

・各自治体の業務フロー、添付資料の内容および都の調達事務との

相違点等に関する調査 

・標準的な調達事務の業務フロー図を作成 

8．認証基盤 情報基盤（LGWAN,認証基盤等）相互の関連性の観点に基づき、シス

テム構築仕様を作成する。（平成 15年 10月予定） 

9．ＭＰＮ等の 

決済基盤 

マルチペイメントネットワーク利用を前提に、平成 15 年度に教育、財

務、住宅を先に電子納付化し、その後、電子申請システム、電子申告

システムの導入を図る予定。 

10．他システムとの 

連携 

電子申請部会・電子調達部会を設置し、標準的業務フロー・システム

機能の検討を含め、庁内システムとの連携等を検討する予定 

11．運営方法・主体 都区市町村電子自治体共同運営協議会 

（平成 15年 1月発足予定） 

運営方法は検討中 

12．利用料・負担金 準備会にて検討中 
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13．課題と解決策 ①共同運営構築の手順 

②システムの対象範囲 

③参加自治体の費用負担のあり方 

④業務処理や業務データの平準化手法 

⑤システム等の著作権の取り扱い 

⑥住民とのインターフェイスに関する事 

⑦財政・契約制度面の課題 

⑧アウトソーシングの活用検討 

⑨個人情報の保護 

解決策については検討中 

14．今後のスケジュ

ール 

平成 14年度・・・準備会にて調査検討 

 ・区市町村業務プロセス調査 

 ・共同開発・共同運営の実現モデル調査 

 ・対象システム別課題検討（電子申請、電子調達） 

平成 15年 1月・・・都区市町村共同運営協議会発足 

平成 15年 10月・・・共同運営システム仕様書の確定 

平成 16年 10月・・・共同運営システム稼動開始 

15．備考  

 


